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の相続税法 66 条⚔項については、東京地裁昭和 49 年⚙月 30 日判決（TAINS
Z076-34-10）など。








































































































22 版）⽞641 頁（弘文堂 2018 年）。当時の裁判例とは、東京高裁昭和 49 年 10 月 17














































































































































































































































































































































































































人⽞の伸展と今後の展開⽜税理 10 月号 12～17 頁（2016）。また、白井一馬氏は、租
税専門家として、既存の知識に加えて、もう一つの知恵にするのが一般社団法人の
利用法であるとして、その活用は、必須であると説く。白井一馬⽛一般社団法人・
財団法人の基本的仕組みとその課税関係⽜税理 10 月号 18～23 頁（2016）。
11 相続税法⚑条の⚓
12 相続税法⚑条の⚔
13 佐藤増彦⽛相続対策の面から見た一般社団法人・財団法人の利用法⽜税理 10 月号
33～40 頁（2016）。渡邉雄一⽛資産管理の面から見た一般社団法人・財団法人の利
用法⽜税理 10 月号 41～49 頁（2016）。濱田康宏⽛一般社団法人・財団法人の具体的
























































































































（第 22 版）⽞211 頁（弘文堂 2018 年）。





































































































































































































21 白井一馬⽛一般社団法人・財団法人の基本的仕組みとその課税関係⽜税理 10 月号
22 頁（2016）。

















































税回避⽜52～53 頁（租税資料館第 22 回入賞作品（2013））。












































































源泉性）⽜⽝税務事例 vol.38 No.6⽞48 頁（財経詳報社 2006 年）。

































































































































法⽜T＆Amaster No.759 27 頁（2018 年）。
齢者は理事に就任させないことや、理事の構成を変え、同族理事の割合
が過半にならないようにするなど、制度の網の目を潜ることが比較的容
易であることを考慮すると抜本的な制度改正も必要であるといえよう。
Ⅴ．おわりに
公益法人制度改正により誕生した一般社団法人等は、公益グループか
ら止む無く除外されたものも多い。また、一般社団法人等が受ける財産
の贈与等（寄附）の中には、財産の贈与等を受ける法人の運営と全く関
係のない者、いわゆる善意の第三者からなされるものもある。しかしな
がら、一般社団法人等を利用して租税回避を目的として設立されたもの
が存在することも事実である。
他方で、今回の改正が⽛人的結びつきのみ⽜で特定要件を判断するこ
とには、上記のような一般社団法人等（適正目的）に税負担が生じる可
能性があり、単純化しすぎるのではないだろうか。一般社団法人等の内
部留保（純資産額）が遺贈者の親族等のみで構成されている場合と善意
の第三者からなされるものを峻別して適用する基準を設けることが必要
であろう。そもそも、先進国において相続税課税が廃止又は停止されて
いることや相続税課税に関して、所得税等との関係において、二重課税
が生じているという主張が存在することをかんがみると、課税権を行使
して、一般社団法人等に相続税負担を求める場合、慎重な立場を取る必
要がある。本稿で検討した規定の立法趣旨として、真に⽛遺贈者の親族
等の税負担が不当に減少するといえるかどうか⽜が重要であり、これら
のことは、事実認定の余地の多い極めて包括的なものである。それゆえ
に、財産を遺贈した者の死亡の時点における当該法人の定款の定め、役
員の構成、財産管理の状況、解散の場合の残余財産の帰属等にかんがみ、
総合的に判断して、その同族関係者らの手によって私的支配の行なわれ
る虞れが客観的に明白であると認められる場合にのみ適用されるべきで
あろう。そうでなければ、いわゆる善意の第三者からなされる寄附で運
営する法人までも、その活動に支障をきたす可能性がある。そして、こ
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のことが、筆者に日本型の芸術・文化の援護活動（メセナ活動）の発展
に悪い影響を及ぼすという危惧を抱かせるのである。
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